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令和 7 年度 定時社員総会（第 80 回）次第 

 
 

1. 開  会 

 
2. 会長挨拶 

 

3. 定時社員総会議事 

(1) 報告第 1 号 令和 6 年度 事業報告、事業報告の附属明細書の報告の件 

(2) 議案第 1 号 令和 6 年度 貸借対照表、正味財産増減計算書、貸借対照表及び 

正味財産増減計算書の附属明細書、財産目録の承認を求める件 

(3) 報告第 2 号 令和 7 年度 事業計画書、収支予算書、資金調達及び設備投資の 

見込みの報告の件 

(4) 議案第 2 号 定款の変更について決議を求める件 

(5) 議案第 3 号 理事の補欠選任について決議を求める件 

 

4. 特別講演 

 
講 師   大木 章一 氏 

（一般財団法人日本デジタル道路地図協会 専務理事（前 国土地理院長））  

演 題   「緯度・経度・高さ あなたの常識をアップデート」 
 

5. 来賓祝辞 

 
 

6. 令和 7 年河川功労者表彰式 

 

 

7．閉  会 
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報告第１号 
 

 

 

 

令和 6 年度 事業報告、事業報告の附属明細書 

の報告の件 
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令和 6 年度 事業報告 
 
 
 

公益社団法人 日本河川協会 

自 令和 6 年 4 月 1 日 
至 令和 7 年 3 月 31 日 

 
日本河川協会は、公益社団法人として社会に貢献すべく、安全かつ快適で自然豊かな河川

を実現するために必要な調査、研究並びに河川整備及び河川関係諸活動への支援等を通じて、

河川を取り巻く情報の発信・共有・蓄積に関するさまざまな事業を展開しています。 
令和 6 年度においても、河川に関する調査、啓発活動、人材育成、顕彰活動等の公益事業

等を通じて社会貢献に努めました。 

令和 6 年度に実施した事業等は以下のとおりです。 
 
１．令和 6 年度 実施事業 
 
１－１ 河川に関する新たな知見や情報などの調査・資料収集を行い、広く一般に成果を

公表する事業 【調査事業】 

 
(1) 「河川文化を語る会」の開催 

人と川とのかかわりを「河川文化」として捉え、様々な側面からの知識を習得するこ

とや参加者間等の交流を深めることを目的に、「河川文化を語る会」を平成 10 年から、

開催しています。 
令和６年度は、船上講演会「川から見る東京・2024」をはじめ各地で 4 回開催しました。 

 

 

 

開 催 回 開 催 日 テ ー マ 講  師 開催地 

第 213 回 R6.10.18 
船上講演会 【川から見る東京・2024】 
・江戸・東京歴史コース 
・東京の歴史と未来を探訪する社会基盤コース 

松田 芳夫 氏 
(公益社団法人日本河川協会 前会長) 

細見  寛 氏 
(中央大学研究開発機構 客員教授) 

東京 

第 214 回 R6.11.21 
江戸時代中期の紀州流・井澤弥惣兵衛為永の
業績について 

市川 幸男 氏 
(千葉県立関宿城博物館 調査協力員) 

埼玉 

第 215 回 R7. 1.8 
オープンスペースからのまちづくり 
～水都から万博まで～ 

忽那 裕樹 氏 
(株式会社 E-DESIGN 代表取締役) 

大阪 

第 216 回 R7. 3.9 
Ⅰ.半田運河と共に歩んだミツカンの考える水の
文化とは ～やがて、いのちに変わるもの～ 
Ⅱ.川から眺めた英国運河の風景と文化 

亀山 勝幸 氏 
(株式会社 Mizkan CRM 本部広報部 部長) 

中居 楓子 氏 
(名古屋工業大学 社会工学科 助教) 

名古屋 
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(2) 地球温暖化適応策に関する調査、資料収集 
地球温暖化適応策に関する基礎的な資料を収集しました。その中にはオランダの資料

など、将来の大規模で計画的な土地利用の変更を視野に入れて検討体制を整えていると

読み取れるものもあります。こうした動きの根底にある問題意識は令和 5 年の日本学術

会議「気候変動と国土分科会」の見解「気候変動に伴う水災害の頻発化・激甚化に対応

して、今、科学・技術に求められるもの～将来の市街地土地利用のために～」と同様の

ものであると思います。一方、我が国は現施策展開に全力で取り組んでいる段階にあり、

その先の将来に備えた検討体制づくりについてはこれからのように見受けられました。

これらを踏まえ、将来世代のための防災教育への支援を通じた体制づくりについて基礎

的な検討に着手しました。  
 
(3) 月刊誌「河川」の発刊 

月刊誌「河川」は、河川行政の取り組みや課題、河川に関わる社会的な動向等に関す

る最新情報を発信するメディアとして昭和 17 年から刊行してきました。これらの記事

のストックは、貴重なデータベースとして行政関係者、研究者などに広く活用されてい

ます。インターネット経由での電子版（カラーPDF 版）は、全ての会員に公開してい

ます。 
令和 6 年度は、4 月号より誌面のフルカラー化を図りました。また、記事検索システ

ムの更新を行いました。 

＜令和 6 年度 特集テーマ＞ 
4 月号「令和 6 年度予算」 
5 月号「水防災主流化への道のり～日本の貢献～」 
6 月号「気候変動に対応した土砂災害対策の推進」 
7 月号「大河川の歴史（第 22 回）宮川・太田川」 
8 月号「津波防災対策と地域づくり」 
9 月号「ネイチャーポジティブの実現を目指す川づくり」 

10 月号「特定都市河川浸水被害対策法による流域治水」 
11 月号「大河川の歴史（第 23 回）天塩川」 
12 月号「より活用される防災気象情報に向けて」 
1 月号「浸水被害軽減に向けた地下空間の活用」 
2 月号「令和 6 年の災害とその対応」 
3 月号「世界に貢献する日本の水科学・水技術」 

 
(4) 河川に関する情報の収集・整理と広報資料の作成 

令和 6 年度においては、河川に関する様々な情報（災害の発生状況、治水事業の重要

性や制度・施策・効果等）等を収集・整理し、その普及や一般にわかりやすい的確な情

報発信の手法について検討を行うとともに広報資料を作成しました。 

(5) 河川行政史に関する調査 
「個人の記憶を、共有の記録に」との考えの下で、河川事業の経緯や河川に関わる諸

制度の創設等の河川行政史に関する情報を記録する資料（「オーラルヒストリー」）を

平成 13 年度から作成してきました。 
令和 6 年度は、前年度に引き続き「東日本大震災における国土交通省の取り組み」に

ついて資料収集を行いました。 
 



- 5 - 
 

 
１－２ 河川関連キャンペーン（「川の日」キャンペーン、日本水大賞、水防演習、河川

愛護月間、水の週間等）への参画及び支援を行い、安全かつ快適で自然豊かな河川を実

現するための啓発活動を広く一般に向けて行う事業【キャンペーン事業】 
 
(1) 「川の日」記念行事の支援 

「川の日」実行委員会が実施する「川の日」記念行事を事務局として支援しました。

当協会の WEB サイトに全国の河川に関するイベント等を広く一般に紹介することで、 
「川の日」の啓発を図りました。 

また、「第 15 回いい川・いい川づくりワークショップ」及び「日本水大賞」を支援

するとともに、防災冊子の作成・配布を通して「川の日」の啓発活動を展開しました。 

 

(2) その他の河川関係キャンペーンへの参画・支援 
5 月～6 月の水防月間に、冊子「自分の命を自分で守るために―令和 6 年度版―」を

作成し配布するなど、次表のキャンペーン活動への参画・支援を行いました。 

時期 行事名 主催 

5 月 
水防月間 
（5 月 1 日～31 日・北海道は 6 月 1 日～30 日） 

国土交通省・内閣府・都道府県・ 
水防管理団体 

7 月 

河川愛護月間 
（7 月 1 日～31 日） 

国土交通省・地方公共団体 

森と湖に親しむ旬間 
（7 月 21 日～31 日） 

国土交通省・林野庁・地方公共団体 

8 月 

水の日・水の週間 
（8 月 1 日・8 月 1 日～8 月 7 日） 

水循環政策本部・国土交通省・ 
都道府県 

防災週間 
（8 月 30 日～9 月 5 日） 

内閣府・防災推進協議会 

 

 
１－３ 河川に関するセミナー、シンポジウム、研修等の開催及び支援により、専門的知

識の普及や人材育成を行う事業 【研修・セミナー事業】 
 
(1) セミナーの開催 

水防に関する法律・制度や水防活動の事例をテーマにした「水防研修」、河川管理や

訴訟をテーマとした「河川管理研修」、最新の施策である「流域治水」などをテーマに

した「河川講習会」を、会場での集合研修と、時間や場所を選ばず受講可能な WEB（オ

ンデマンド）研修の二本立てで開催し、専門的知識の普及を図りました。カリキュラム

の編成にあたっては、前年度までのアンケートを精査し、内容の重複がないよう調整し

ました。 
令和 6 年度の実施内容は次表のとおりです。 
開催にあたっては、ホームページへの掲載やメールマガジン等により参加者を広く公

募するとともに、関係機関・団体等に対し周知を図り、参加者の拡大に努めました。 
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研修名 期間 受講者数 講義内容 

水 防 研 修 
（集合＋WEB） 

令和 6 年 4 月 19 日（金） 
令和 6 年 5 月 8 日(水)～ 
5 月 28(火)配信 

332 名 
(内 49 集) 

「河川行政に関する最近の話題」、

「水防行政の最近の取組課題」、「特

別講演 災害情報と心理」など 

河川管理研修 
(集合＋WEB） 

令和 6 年 9 月 10 日(火)～ 
11 日(水) 
令和 6 年 10 月 2 日(水)～ 
10 月 31(木)配信 

426 名 
(内 42 集) 

「河川行政の動向」、「水利行政に

ついて」、「河川管理に関する訴訟

について」など 

河 川 講 習 会 
(集合＋WEB） 

令和 7 年 2 月 6 日(木)～ 
7 日（金） 
令和 7 年 3 月 3 日(月)～ 
27 日(木)配信 

471 名 
(内 123 集) 

「最近の河川行政について」、「流

域治水に係る国土交通省の取組」、

「特別講演 流域治水関連法制定の

経緯」など 

(2) 地域河川管理技術向上への支援 

河川管理施設の老朽化、行政機関における河川管理に携わる技術者数の減少等が進行

する中で、河川の有する機能を適切に保全する取り組みが重要になってきています。そ

のような状況の下で、令和 6 年度も引き続き、河川の維持管理に関する資格を認定する

一般財団法人「河川技術者教育振興機構」の運営を支援しました。 
制度発足から 10 年目を終え、有資格者は、河川維持管理技術者 506 名、河川点検士

7,176 名（いずれも 3 月 25 日時点）に達し、全国の河川管理の最前線で活躍いただい

ています。 

 
１－４ 河川に関する功労者の表彰、コンクールの実施及び支援等により、不特定多数の

利益の増進に寄与する諸活動等を顕彰する事業 【表彰・コンクール事業】 

 
(1) 河川功労者表彰 

昭和 24 年に創設以来、治水・利水・環境の観点はもとより、歴史・文化、河川愛護、

国際貢献、学術研究、地域振興等の観点から、広く社会に対して功績のあった個人や団

体を表彰してきました。 
令和 6 年は、都道府県・地方整備局等からの推薦をもとに、河川功労者表彰審査委員

会（委員長：甲村謙友）の審査を経て理事会で決定された 65 名の個人と 33 団体を表彰

しました（6/4 表彰式）。現在までの表彰件数は 4,438 件となっています。 

(2) 日本水大賞・日本ストックホルム青少年水大賞 
「日本水大賞」は、日本水大賞委員会（名誉総裁：秋篠宮皇嗣殿下、委員長：毛利衛）

を実施主体として、水循環の健全化に貢献する様々な活動を支援する目的で平成 10 年

度に設けられました。また、「日本ストックホルム青少年水大賞」は、「日本水大賞」

の一環として高校生等を対象に平成 13 年度に設けられました。 
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令和 6 年度は、次表の各団体が受賞しました。 
6 月 18 日に「第 26 回日本水大賞」及び「2024 日本ストックホルム青少年水大賞」の

表彰式・受賞活動発表会を秋篠宮皇嗣殿下のご臨席を賜り開催しました。 
2024 日本ストックホルム青少年水大賞を受賞した高校生 2 名、指導教諭 1 名等をス

トックホルムでの国際コンテストに派遣しました。 
 

 
 

令和 7 年 7 月に表彰式を行う「第 27 回日本水大賞」及び「2025 日本ストックホルム

青少年水大賞」の審査を行い、3 月 3 日に大賞をはじめ各賞を決定しました。また、決

定した受賞者の公表は昨年同様に前倒しして 3 月 13 日に国土交通省と日本水大賞にお

ける HP での公表と記者発表を行いました。なお、募集にあたっては、水循環系の健全

化に寄与する水防災、水環境、水文化分野などの分野について積極的な応募促進を行い、

様々な活動内容と活動主体から応募をいただきました。
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１－５ 河川に関する図書等の刊行等 【収益事業】 
 
(1) 図書の出版等 

過去からの河川事業に関する通達等のデータベースである「令和 6 年度版河川事業関

係例規集」と、河川関係の最新の各種データをコンパクトに取りまとめた「2024 河川ハ

ンドブック」を刊行・販売しました。｢河川事業関係例規集」については、ペーパーレス

化の流れ等の観点から引き続き DVD 版（DVD に PDF ファイルを収録）も刊行しました。 
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(2) 受託調査・研究 
令和 6 年度においては、収益事業としての受託調査・研究は行いませんでした。 

 
１－６ 会員活動への助成、会員への情報誌会報「河川文化」の配布、河川関係諸団体の

活動への支援【会員活動助成等事業】 

(1) 会員活動への助成等 
二種正会員（個人）を中心に府県単位で設立されている団体の運営を支援するために、

令和 6年度には 13団体のうち申請のあった 10団体に対して運営経費の一部を助成しま

した。また、二種正会員（個人）による川をテーマにした自主的な調査・研究などの活

動を支援するために、令和 6 年度は 4 つのサークルに対して活動経費の一部を助成しま

した。 
さらに、10 月 24 日（木）砂防会館別館 3F「六甲」において会員団体連絡会を開催

し、全国から 13 団体が参加して活発な意見の交換を行いました。翌日には首都圏外郭

放水路を訪問し、関東地方整備局江戸川河川事務所のアテンドのもと、その役割や機能

について理解を深めるとともに、治水対策の重要性についての認識を一層高めました。 
 

(2) 会員に対する情報誌会報「河川文化」の発行・配布 
会報「河川文化」は、「川における様々な文化」をテーマに全国各地からの情報を発

信する会員向けの情報誌として、平成 9 年の河川法改正、二種(個人)会員制度の創設と

ともに平成 10 年 4 月より、年 4 回発行しています。 
会員(海外も含む)と併せ、図書館、博物館、資料館等に毎号 約 4,000 部を配布しています。 
令和 5 年 12 月発行の第 104 号より一部誌面のカラー化を図りました。 
当協会の HP では創刊以来の全ての記事を検索できる検索システムにより、アーカイ

ブとして有効活用ができるようにしています。 

発行月 号数 特集名 シリーズ/河川文化を語る 執筆者 

令和 6 年 6 月 第 106 号 川の風物詩 夏 川面に映る花火 河野晴行氏他 

9 月 第 107 号 川の風物詩 秋 鮭の今昔 市村政樹氏他 

12 月 第 108 号 川の風物詩 冬 冬の水辺の鳥景色 樋口広芳氏他 

令和 7 年 3 月 第 109 号 川と小京都 小京都～京都ゆかりのまち～ 佐川美加氏他 

 
(3) 河川関係諸団体の活動への支援 

NPO 法人「川に学ぶ体験活動協議会」等の活動を支援しました。 
 
(4) 会員へのメールマガジンの送付 

令和 2 年 6 月よりメールアドレスを登録いただいている会員の皆様に、毎週初めに最

新の河川行政の動きと河川に関する情報や河川協会からのお知らせをコンパクトにま

とめたメールマガジンを配信しています。 
 

(5) 有識者による講演会の開催（会場参集型の説明会＋後日の WEB 配信） 
水管理・国土保全局の予算説明について会員をメインに広く一般にも配信しました。 
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 9 月：令和 7 年度国土交通省水管理・国土保全局関係 予算概算要求説明会 
     2 月：令和 7 年度国土交通省水管理・国土保全局関係 予算概要説明会 
 
２．正会員の入退会数及び現在の正会員数 

一種正会員（地方公共団体等）、二種正会員（個人）、三種正会員（法人及び団体）

の入退会数及び令和 6 年度末現在の正会員数は、次表のとおりです。 
（令和 7 年 3 月 31 日） 

会員の区分 前年度末 入会数 退会数 現在数 摘要 

一種正会員 
二種正会員 
三種正会員 

147 
2,121 

430 

 
0 

80 
13 

 

 
0 

134 
4 

 

147 
2067 

439 

地方公共団体等 
個人 

法人・団体 

計 2,698 93 138 2,653  

 

３．社員総会、理事会及び常任理事会の開催 

 
３－１ 社員総会 

第 79 回 定時社員総会 開催日 令和 6 年 6 月 4 日  
東京都千代田区平河町の砂防会館シェーンバッハ・サボーで開催し、甲村謙友会長の

開会挨拶の後、国土交通省の廣瀬昌由水管理・国土保全局長から来賓祝辞をいただきま

した。 
続いて令和 6 年河川功労者表彰式を開催し、河川功労者（個人 65 名、団体 33 団体）

のうち、当日出席された個人・団体それぞれに甲村会長より表彰状と記念品を贈り、そ

の他の表彰者に対しては、推薦者等を通じて表彰状と記念品を贈りました。   
次に特別講演を開催し、西村 卓也 氏（京都大学防災研究所教授）から、｢我が国の地

震研究の最前線 ～能登半島地震のメカニズムと地震長期予測～」との演題で講演をいただ

き、後日、協会のホームページで配信（オンデマンド）しました。 

講演終了後、社員総会を開会し、事務局から正会員の出席状況について、定款第 19
条の規定に基づく定足数を満たしており、社員総会が成立していることを報告した後、

定款第 18 条の規定に基づき会長が議長となって議事に入りました。(1)令和 5 年度事業

報告、事業報告の付属明細書の報告の件、(2)令和 5 年度貸借対照表、正味財産増減計算

書、貸借対照表及び正味財産増減計算書の付属明細書、財産目録の承認を求める件、(3)
令和 6 年度事業計画書、収支予算書、資金調達及び設備投資の見込みの報告の件、 (4)
理事及び監事の選任について決議を求める件について、(1)及び(3)は報告し、(2)について

は採決を行い過半数の賛成により原案のとおり承認することが決議されました。(4)につ

いては議決権行使書面による賛成が過半数を超えており、更に、社員総会において候補

者を一括で決議することを諮り異議がないことを確認した上で一括採決し、次の理事 23
名及び監事 2 名全員が選任されました。 
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理事 淺枝  隆  岡本 正男  楓  千里  神達 岳志  甲村 謙友   
酒井 公生  佐藤 年緒  清治 真人  曽小川久貴  高橋 健文   
田代 民治  中村 太士  三井 元子  村田 和夫  山田   正   
志賀 文夫                        （以上再任） 

 

小島  茂  下市 幸平  水頭 顕治  杉浦未希子  鈴木 善友 
矢野 克己  高村 裕平                 （以上新任） 

                       

監事 津野 三夫  望月 常好                 （以上再任） 
 

３－２ 理事会 
 
(1) 理事会（令和 6 年度第 1 回） 開催日 令和 6 年 5 月 9 日 

東京都千代田区麹町の日本河川協会会議室及び WEB 会議システムを用いて開催し、

定款第 39 条の規定に基づき甲村会長が議長となって議事に入り、(1)社員総会の招集に

あたって定める事項について理事会の決議を求める件、(2)社員総会提出議案について承

認を求める件、(3) 会員の入会の承認を求める件、(4)参与の委嘱について諮り、全ての

議案について決議又は承認されました。 

(2) 理事会（令和 6 年度第 2 回） 開催日 令和 6 年 6 月 4 日 

定時社員総会において理事・監事が選任されたことにより、定款 25 条第 3 項の規定

に基づき、会長、副会長、専務理事、常務理事、常任理事の選定のため、東京都千代田

区平河町の砂防会館別館で開催し、高橋健文理事が仮議長となり会長の選定が行われ、

甲村謙友理事が全会一致で選定され、定款 39 条の規定に基づき甲村会長が議長となっ

て、副会長、専務理事、常務理事、常任理事の選定が行われ、次のとおり決定し、結果

を総会出席会員に報告しました。  
  会 長  甲村 謙友        常任理事  淺枝  隆 

  副会長  高橋 健文        常任理事  岡本 正男 

  副会長  山田  正        常任理事  小島  茂 

                    常任理事  清治 真人 

                    常任理事  曽小川久貴 

  専務理事 高村 裕平        常任理事  田代 民治 

  常務理事 志賀 文夫        常任理事  村田 和夫 

 
(3) 理事会によるみなし決議 決議があったとみなされた日 令和 6 年 7 月 3 日 

令和 6 年 6 月 27 日付け河協発第 37 号で、甲村会長から、理事及び監事の全員に対

して、理事会の決議の目的である事項「会員の入会の承認」について提案書を発送し、

当該提案につき令和 6 年 7 月 3 日までに、理事の全員から承認する旨の同意を、また、

監事から異議がない旨の回答を得たので、定款第 42 条に基づき、当該提案を承認する

旨の理事会の決議があったものとみなされました。 

(4) 理事会によるみなし決議 決議があったとみなされた日 令和 6 年 9 月 26 日 

令和 6 年 9 月 19 日付け河協発第 43 号で、甲村会長から、理事及び監事の全員に対
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して、理事会の決議の目的である事項「会員の入会の承認」について提案書を発送し、

当該提案につき令和 6 年 9 月 26 日までに、理事の全員から承認する旨の同意を、また、

監事から異議がない旨の回答を得たので、定款第 42 条に基づき、当該提案を承認する

旨の理事会の決議があったものとみなされました。   

(5) 理事会（令和 6 年度第 3 回） 開催日 令和 6 年 11 月 28 日 

東京都千代田区麹町の日本河川協会会議室及び WEB 会議システムを用いて開催し、 
(1)「会員の入会の承認」、(2)「定款第 31 条の利益相反契約の承認」について諮り、承

認されました。また、代表理事及び業務執行理事より職務の執行状況の報告がなされま

した。 

(6) 理事会によるみなし決議 決議があったとみなされた日 令和 7 年 2 月 13 日 

令和 7 年 1 月 28 日付け河協発第 5 号で、甲村会長から、理事及び監事の全員に対し

て、理事会の決議の目的である事項「会員の入会の承認」について提案書を発送し、当

該提案につき令和 7 年 2 月 13 日までに、理事の全員から承認する旨の同意を、また、

監事から異議がない旨の回答を得たので、定款第 42 条に基づき、当該提案を承認する

旨の理事会の決議があったものとみなされました。 

(7) 理事会（令和 6 年度第 4 回） 開催日 令和 7 年 3 月 26 日 

東京都千代田区麹町の日本河川協会会議室及びWEB会議システムを用いて開催し 、 
(1)「令和 7 年度事業計画書及び収支予算書並びに資金調達及び設備投資の見込み」、(2)
「会員の入会の承認」、(3)「令和 7 年河川功労者表彰者の決定」、(4)「定款第３１条

の利益相反契約の変更承認」について諮り、承認されました。また、代表理事及び業務

執行理事より職務の執行状況の報告がなされました。 

３－３ 常任理事会 
 

(1) 常任理事会 （令和 6 年度第 1 回） 開催日 令和 6 年 9 月 18 日 

東京都千代田区麹町の日本河川協会会議室及び WEB 会議システムを用いて開催し、

「会員の入会可否について」審議しました。 

(2) 常任理事会によるみなし決議 

甲村会長から、常任理事会理事の全員に対して、常任理事会の決議の目的である事項

「会員の入会の可否について」の提案書を発送し、各提案につき、下記年月日までに、

常任理事の全員からの同意を得たので、定款第 42 条に基づき、当該各提案を承認する

旨の常任理事会の決議があったものとみなされました。 

            提案日               決議があったとみなされた日 
令和 6 年 4 月 22 日           令和 6 年 4 月 26 日 
令和 6 年 6 月 20 日           令和 6 年 6 月 26 日 
令和 6 年 11 月 21 日           令和 6 年 11 月 27 日 
令和 7 年 1 月 20 日           令和 7 年 1 月 24 日 
令和 7 年 3 月 19 日           令和 7 年 3 月 25 日 
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○ 受取寄附金の内訳 

  正味財産増減計算書内訳表に記載した公益目的事業の区分ごとの受取寄附金の額と寄付

していただいた皆様は下表のとおりです。 

心から御礼を申し上げます。 

 

事業区分 公５ 表彰・コンクール事業 受取寄附金の額 19,000,000 円 

寄附者    

       
いであ 株式会社 様           2,000,000 円 
応用地質 株式会社 様          2,000,000 円 
共和コンクリート工業 株式会社 様    1,000,000 円 
株式会社 建設技術研究所 様       3,000,000 円 
株式会社 東京建設コンサルタント 様   3,000,000 円 
日本工営 株式会社 様          3,000,000 円 
パシフィックコンサルタンツ株式会社 様  3,000,000 円 
八千代エンジニヤリング株式会社 様    2,000,000 円   

      

事業区分 共  通 受取寄附金の額 1,076,000 円 

寄附者    

 

(一財)ダム技術センター     (株)大栄建設      (株)阿部工務店 

 東豊開発コンサルタント(株)   天野産業(株)      日建工学(株) 

(株)建設技術コンサルタント   黒田整地開発(株)    中央開発(株) 

(株)東コンサルタント       (株)皆川組       (株)佐藤組 

加藤組(株)               

 （順不同） 

 

兪 朝夫 様  瀬川光太郎様  村田和夫 様  村上由高 様  石井弓夫 様 

和里田義雄様  前田啓治 様  小野秀雄 様  髙木啓輔 様  千島 卓 様 

井原邦明 様  川﨑正彦 様  福岡捷二 様  塩﨑貞夫 様  高野 登 様 

本田秀樹 様  五十島文栄様  谷川祐二 様  中原 靖 様  清水 佐 様 

及川拓治 様  藤山秀章 様  黒川純一良様 

（順不同） 

合計                                20,076,000 円 
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  令和 6 年度 事業報告の附属明細書 
 

公益社団法人 日本河川協会 
 

 事業報告には記載しなかった「地球温暖化適応策に関する基礎的な資料一覧」を事業報告の附属

明細書に記載します。 

地球温暖化適応策に関する基礎的な収集資料一覧は以下のとおりです。 

詳細は、ホームページをご覧下さい。 

2401  今後の気象メカニズム研究の促進に寄与することを意図してカリブ海の海綿を用いて過去

300 年間の海水温の推移を分析・提示し既存の海水温データの不備を指摘している論文 

2402  建築物の脱炭素対策について新技術普及によるコスト低減や雇用機会の創出など諸データ

を把握しつつ時間軸を意識して進めるという適応策においても参考となる米 DoE のレポート 

2403  経済環境の短期的変動と地球環境の長期的かつ不確実な変化の調和が基本的な課題である

と読み取れる企業の気候変動対策の情報開示ルールに関する米 SEC の膨大なレポート 

2404  幅広い課題について写真や図を用いて分かりやすく説明しているものの電気設備対策に今

後の進化・充実が望まれる洪水・高潮に関するニューヨーク地下鉄の適応計画 

2405  急速に進行するタイプの干ばつについて土壌水分や蒸発散データ等を用いて流域単位で抽

出した上で進行速度等に関する過去 40 年間の変動傾向を世界全体にわたって分析した論文 

2406  衛星データを用いて南極 Thwaits 氷河の潮汐による動き等を詳細に分析して温かい海水の

影響が従来想定より広範囲に及ぶメカニズムを確認し予測モデルの修正を促している論文 

2407  適応策に関するキーワード表を掲げるとともに総合的長期的な視点のもとでガバナンスを

含め適応策のあり方を転換すべきであるとしている第5次全米気候評価報告書第31章適応策編 

2408  EU 内の災害実態や現状の取組事例を多数紹介しつつ人の健康という視点から洪水、渇水、

水質に関する適応策の課題等について幅広くとりまとめている欧州環境庁のレポート 

2409  ハリケーンが襲来し酷暑を避ける日陰の激減によってカリブ海の小島のサル社会に行動変

容が起こり相互の距離が縮まり寿命も伸びたとの人間社会との相違も含め示唆に富んだ論文 

2410  適応策の将来に関係する出生率向上について様々な各国データを整理・検討した結果を踏

まえると個人の生きがいと地域社会の両立が重要課題であると読み取れる OECD のレポート 

2411  想定最大降雨についての過去の取り組みや課題等を列記した上で今後は気候モデルを活用

し基本的な考え方も見直すべきであるとして NOAA に向けて提言している米 NAS のレポート 

2412  気候モデルに用いられている層積雲中の水滴粒径分布の設定が航空機による計測結果と異

なることを指摘し気候モデルの降雨量算出誤差を削減するための方向性を示している論文 

2413  洪水や熱波を対象に数多くの団体によるレポートや意見交換等を踏まえてガバナンスと

いった基本課題から個々の課題まで幅広く記述しているロンドン市の委員会による適応策提言 

2414  金融機関が用いる気候変動シナリオモデルはリスクを過小評価しているとの指摘の内容か

ら複雑で不確実性が高いシステムのガバナンスが最重要課題であると読み取れるレポート 

2415  高潮の適応策には個々の沿岸潮位変化のメカニズムを踏まえ観測と予測の乖離状況を把握

することが重要であるとして予測モデルを含めた課題を整理し今後の方向性を提示した論文 
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2416  各国の緩和策の政策と結果の関係を分析し複数政策の組み合わせや進捗段階に応じた政策

内容の変更が効果的であることなど適応策の政策検討においても参考となる論文 

2417  多分野の研究者や行政などが参加した気候変動の精神影響研究体制づくりを目指し

Nature 誌と組んだ委員会として今後の進め方等を記述しているコメント 

2418  エルニーニョの規模やサイクル期間の増大を指摘しつつ CO2 増加に伴う気候変動が約 2 億

5 千万年前の大量絶滅をもたらしたメカニズムを考察している論文 

2419  海面上昇影響研究等を踏まえ淡水不足や洪水に対して強靭な国土とするためには土地利用

のあり方を根本的に見直す必要があるとしたオランダのデルタ・プログラム 2024 年版レポート 

2420  現在の延長線上の治水・利水対策は海面上昇の進展とともに如何に実施困難となるかを具

体的なデータで示している上記レポート（2419）関連の海面上昇研究プログラム中間報告 

2421  5m の海面上昇では 3 方針（Accommodate, Protect, Seaward）の対策検討結果のいずれもが

多大の困難を伴い土地利用のあり方が課題であるとした上記レポート（2419）関連のレポート 

2422  2024年 4月から 5月にかけてのブラジル南部の洪水による被災者への精神影響に関する調

査についての報告とともに適応策のあり方への示唆とも受け取れる内容を列記している記事 

2423  世界中で研究中の気候変動による精神影響について米国内の若者に焦点を当てて調査する

とともに対応には大学や学校、コミュニティーや家庭などの役割が重要と指摘している論文 

2424  地域間や地域内の格差という視点から自然災害による影響の違いを概観した上で様々な緩

和策の効果を整理しており適応策にも参考となると思われる OECD のワーキングペーパー 

2425  ハリケーン等の発生数等の平均的な増加よりも年ごとのバラツキの増大の方が社会的影響

が重大であるとして気候変動下の豪雨等の変化の捉え方に重要な示唆を与えている論文 

2426  上流の小流域流量の増加が相対的に著しいのではとの問題意識から衛星観測などに基づき

世界の約 3 百万河川の 30 年間超の日流量を分析し小河川流量の増加傾向を裏付けた論文 

2427  超長期間に及ぶ海面上昇に対して直近の対策とともにトリガーを設定して次の対策に着手

するなど時間軸を意識した米サンフランシスコ湾周辺自治体などに向けた適応策ガイドライン 

2428  自然災害は地域に決定的な影響を与えるが適応策には広範な視点に基づく施策展開が基本

であるとして流域治水の今後の課題を提示しているとも読み取れる OECD の Policy Paper 

2429  極端な豪雨が増加し中小降雨が相対的に減少傾向にあることに加え渇水の後に洪水といっ

た極端な気象のブレが顕著になってきたことを観測・予測の両面から指摘したレビュー論文 

2430  海面上昇を念頭に置きながら南極の氷床・棚氷・海氷などに係る最近の研究成果を丁寧に

説明しているレビュー論文 

2431  国内外の政治的分断や紛争など幅広い視点から気候変動を捉える必要があるとして自然災

害だけでなく社会的政治的な課題についても記述しているドイツ政府関与のレポート 

2432  被災者支援内容増大と支援側人手不足を踏まえ安全な仮設住宅又は移住先用地の事前確保

や公営住宅活用など住宅政策を組み込んだ適応策が必要としたオーストラリアのレポート 

2433  頻発化激甚化してきた山火事について山林等管理放棄や土壌を核とした自然のシステムの崩

壊による様々な悪影響など各国の対策とともに広範な知見を整理している OECD のレポート 
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議案第１号 
 

 

 

 

令和 6 年度貸借対照表、正味財産増減計算書、 
貸借対照表及び正味財産増減計算書の附属明細書、 

財産目録の承認を求める件 
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報告第２号 

 

 

 

 

令和 7 年度 事業計画書、収支予算書、 

資金調達及び設備投資の見込みの報告の件 
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令和 7 年度 事業計画書 
 

公益社団法人 日本河川協会 
自 令和 7 年 4 月 1 日   
至 令和 8 年 3 月31 日   

 

令和 7 年度も、日本河川協会は、公益社団法人として社会に貢献すべく、安全かつ快適

で自然豊かな河川を実現するために必要な調査、研究並びに河川整備及び河川関係諸活動

への支援等を通じて、河川を取り巻く情報の発信・共有・蓄積に関するさまざまな事業を

展開していきます。 
 

 
１ 河川に関する新たな知見や情報などの調査・資料収集を行い､広く一般に成果を公表す

る事業［調査事業］ 

 

(1) 「河川文化を語る会」の開催 
「河川文化を語る会」を東京及び地方都市にて 4 回開催を予定します。 

 

(2) 地球温暖化適応策に関する調査、資料収集 
地球温暖化適応策に関する基礎的な資料収集を行います。 
また、水災害の頻発化・激甚化に加え、人口減少や高齢化、さらにはエネルギー・産

業構造の変化など、社会全体が大きく変化していく将来に備えた適応策検討体制づくり

を念頭に置きつつ、将来世代のための防災教育への支援を通じた体制づくりについて基

礎的な検討を進めます。このため、今までに実施してきた防災教育に関する中学校教員

アンケート結果や学識者・政府などの考え方を整理し、防災教育支援情報システムの検

討に係る今後の方向性の案とともにとりまとめ、「防災教育の今は・・・？～その 12
～」として公表します。さらに、幅広い方々からご意見等をいただいて検討を深めます。 

 
(3) 月刊誌「河川」の発刊 

月刊誌「河川」は、河川に関わる最新の諸情報を広く提供・発信する役割を担うとと

もに、過去の発刊分が昭和初期から現在に至るまでの河川事業や河川行政の歴史などに

関する貴重なナレッジストックとして活用されるなど、行政関係者、研究者、学生、一

般の方々等から高い評価を得ています。 
 
令和 7 年度においてもその内容の一層の充実に努めていきます。また、カラーPDF

版（会員がインターネットで閲覧可能）の提供を引き続き実施します。 
＜令和 7 年度の特集テーマ＞（予定） 

「令和 7 年度予算」(4 月)、「大河川の歴史（第 24 回）球磨川」(5 月)、「土砂災害防

止法 25 年のあゆみ」(6 月)、「河川環境行政のあゆみ」(7 月)、8 月以降は未定。 
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(4) 河川に関する情報の資料収集・整理と広報資料の作成 

河川に関する様々な情報（災害の発生状況、治水事業の重要性や制度・施策・効果等）

や資料を収集・整理し、幅広い普及や社会的な理解を促進するための的確な情報発信方

策について検討し、広報資料を作成します。 
 
(5) 河川行政史に関する調査 

「個人の記憶を、共有の記録に」との基本的な考え方の下で、過去の河川行政におけ

る出来事などに関して、収集した資料や当時の担当者へのインタビュー等を通じて記録

としてとりまとめます。 
令和 7 年度は、昨年度に引き続き、「東日本大震災における国土交通省の取り組み」

について資料収集を行います。 
 

２ 河川関連キャンペーン（「川の日」キャンペーン、日本水大賞、水防演習、河川愛護月

間、水の週間等）への参画及び支援を行い、安全かつ快適で自然豊かな河川を実現するた

めの啓発活動を広く一般に向けて行う事業［キャンペーン事業］ 
 

(1) 「川の日」記念行事の支援 
引き続き、「川の日」実行委員会が実施する「川の日」（7 月 7 日）の記念行事を事

務局として支援します。 
 

(2) その他の河川関係キャンペーンへの参画・支援 
全国の水防演習の場における広報活動、河川愛護月間キャンペーンへの支援等を実施

します。 
 

３ 河川に関するセミナー、シンポジウム、研修等の開催及び支援により､専門的知識の普

及や人材育成を行う事業［研修・セミナー事業］ 
 

(1) セミナーの開催 
水防に関する制度・法律等をテーマにした「水防研修」、河川管理・訴訟等をテーマ

にした「河川管理研修」、 河川に関する最新の施策等をテーマにした「河川講習会」

を集合及び WEB 併用で開催し、専門的知識の普及を図ります。 
これらの開催にあたっては、ホームページへの掲載、メールマガジン等により参加者

を広く公募するとともに、関係機関・団体等に対し周知を図り、参加者の拡大に努めます。 
 ・水防研修  集合  令和 7 年 4 月 30 日（水） 

WEB 令和 7 年 5 月 23 日（金）～ 6 月 20 日（金）29 日間 
 ・河川管理研修    令和 7 年 10 月（予定） 
 ・河川講習会    令和 8 年 2 月（予定） 

 
(2) 地域河川管理技術向上への支援 

河川管理施設の老朽化、行政機関における河川管理に携わる技術者数の減少等が進行

する状況の中で、河川の有する機能を適切に保全していく取り組みが重要になってきて
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います。そのため、河川の維持管理に関する専門技術を認定する「河川技術者資格制度」

の運営を支援します。 
 
４ 河川に関する功労者表彰、コンクールの実施及び支援により、不特定多数の利益の増進

に寄与する諸活動等を顕彰する事業［表彰・コンクール事業］ 

 

(1) 河川功労者表彰 
昭和 24 年に制度を創設して以来、治水、利水、環境の観点はもとより、歴史・文化、

河川愛護、国際貢献、学術研究、地域振興等の観点から、広く社会に対して功績のあっ

た方々や団体に対する表彰を行ってきました。 
令和 7 年も定時社員総会において表彰を行う予定です。 

 

(2) 日本水大賞・日本ストックホルム青少年水大賞 
日本水大賞委員会（名誉総裁：秋篠宮皇嗣殿下）事務局を引き続き務める事としてい

ます。 
第 27 回日本水大賞・2025 日本ストックホルム青少年水大賞の表彰式及び受賞活動発

表会については、7 月に日本科学未来館で行う予定です。 
また、2025 日本ストックホルム青少年水大賞の大賞受賞者は、現地で 8 月に開催さ

れる国際コンテスト「ストックホルム青少年水大賞」に日本代表として参加します。 
第 28 回日本水大賞は 7 月 7 日に、2026 日本ストックホルム青少年水大賞は 4 月 1

日に、それぞれ募集を開始する予定です。なお、第 28 回日本水大賞の募集にあたって

は、昨年同様に 4 月より告知を始めるとともに、「奨励賞」（10 団体以内）も継続し、

応募への動機づけにつなげます。 

 

５ 河川に関する図書等の刊行等［収益事業］ 
 

(1) 図書の出版等 
河川事業に関する通達等のデータベースである「令和 7 年度版河川事業関係例規集」

と、河川関係の最新の各種データをコンパクトに取りまとめた「2025 河川ハンドブッ

ク」を刊行します。なお、「令和 7 年度版河川事業関係例規集」については、引き続き

DVD 版（DVD に PDF ファイルを収録）も刊行します。 

 

(2) 受託調査・研究 
必要に応じて、収益事業としての受託調査・研究を行います。 
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６ 会員活動への助成、会員への情報誌会報「河川文化」の配布、河川関係諸団体の活動へ

の支援［会員活動助成等事業］ 

 

(1) 会員活動への助成 
会員の親睦、交流及びサークル活動をより一層推進させるため、現在 12 の府県単位

で設立されている会員組織の活動を支援するとともに、その運営に必要な経費の一部を

助成します。 
 
また、各地域において、会員が川をテーマにした自主的な研究や地域活動への参加を

行うサークル活動に対して、その経費の一部を助成します。 
令和 2 年以来、抑制的な活動を余儀なくされてきた地方団体の活動を支援するため助

成金を増額するほか、これらの団体間の連携を図るため会員団体連絡会を開催し、更な

る活性化の取り組みを進めます。 
 

(2) 会員への情報誌会報「河川文化」の発行・配布 
平成 9 年の河川法改正、二種（個人）会員制度の創設とともに発刊した会報「河川文

化」は、令和 4 年 12 月に創刊から四半世紀を迎え第 100 号を刊行しました。 
令和 7 年度以降も会員への情報発信季刊誌としてさらなる内容の充実を目指すととも

に、過去記事の検索機能や図書館への配布等により多くの方々が活用できるようにします。 
 ＜令和 7 年度 特集計画＞（予定） 
        第 110 号   令和 7 年 6 月号 テーマ「多摩川」 
        第 111 号   令和 7 年 9 月号 テーマ「川と温泉～2～」 
        第 112 号   令和 7 年 12 月号 （未 定） 
        第 113 号   令和 8 年 3 月号 （未 定） 

 
(3) 河川関係諸団体の活動への支援 

引き続き、河川関係諸団体の活動を支援します。 
 

(4) 会員へのメールマガジンの送付 
令和 2 年 6 月よりメールアドレスを登録いただいている会員の皆様に、毎週初め

に最新の河川行政の動きと河川に関する情報や河川協会からのお知らせをコンパクト

にまとめたメールマガジンを配信しています。 
令和 7 年度も引き続き、会員のご意見を踏まえ、内容の充実を図り配信してまいります。 

 
(5) 有識者による WEB 講演の配信 

令和3年6月から、メールマガジンでお知らせしたうえで、会員の皆様に時宜にかなっ

たテーマによる有識者の WEB 講演を配信しています。 
令和 7 年度も引き続き、会員のご意見を踏まえ、内容の充実を図り配信してまいります。 
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令和 7 年度 資金調達及び設備投資の見込みの報告の件 
 

 

 

 

 

 

 資金調達及び設備投資の見込みについては、該当ありません。 
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議案第２号 

 

 

 

 

定款の変更について決議を求める件
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定款の変更について決議を求める件 

 

 
 

 現在取り組んでいる会員管理システムの更新に併せ、業務の電子化・省力化・経費削減を

図るべく、書面による手続きに加え電磁的方法による手続きを規定する等、所要の変更を行

う。 

 

①社員総会の招集を電子メール等で通知することを可能とする。     【定款第 17 条】 

②社員総会参考書類等の情報は、当協会のＨＰでの掲載によって提供することとする。

【定款第 17 条の 2】  

③社員総会に出席できない場合に議決権を代理行使させるにあたり、代理権の証明を電子メ

ール等によって行うことを可能とする。【定款第 21 条】 

④社員総会に出席できない場合の議決権の行使を、電子メール等により行うことを可能とす

る。【定款第 22 条】 

⑤社員総会前日の事務負担を軽減するため、書面等による議決権の行使の期限を、総会前日

以外に設定できるようにする。【定款第 22 条】 

⑥社員総会、常任理事会及び理事会の議事録の押印を不要とする。                

【定款第 23 条、第 43 条】 

⑦会員の入会の可否に係る審議は理事会に一本化し、常任理事会における審議を必須としな

いこととする。【定款第 36 条】 

⑧公益法人会計基準の見直しに伴う書類名称の変更（「正味財産増減計算書」→「活動計算

書」）を行う。【定款第 47 条、第 60 条】 

 

 

 



- 42 - 
 



- 43 - 
 



- 44 - 
 



- 45 - 
 



- 46 - 
 



- 47 - 
 



- 48 - 
 



- 49 - 
 

 



- 50 - 
 



- 51 - 
 



- 52 - 
 



- 53 - 
 



- 54 - 
 



- 55 - 
 



- 56 - 
 



- 57 - 
 



- 58 - 
 



- 59 - 
 



- 60 - 
 



- 61 - 
 



- 62 - 
 



- 63 - 
 



- 64 - 
 



- 65 - 
 



- 66 - 
 



- 67 - 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

議案第３号 

 

 

 

 

理事の補欠選任について決議を求める件
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理 事（補欠選任）候 補 者 名 簿 （案） 

 

 

                                                                        (令和 7 年 6 月 4 日) 

退  任  理  事 新  任  理  事 

区分 
氏   名 

役 職 名 
区分 

氏   名 

役 職 名 

理 事 

(非常勤) 

小島 茂 

前 埼玉県県土整備部副部長 

理 事 

(非常勤) 

飯塚 雅彦 

埼玉県県土整備部副部長 

理 事 

(非常勤) 

酒井 公生 

前 新潟県土木部河川管理課長 

理 事 

(非常勤) 

新保 直人 

新潟県土木部河川管理課長 

理 事 

(非常勤) 

鈴木 善友 

前 宮城県土木部河川課長 

理 事 

(非常勤) 

千葉 周二 

宮城県土木部河川課長 

（注）新任理事の任期は、選任の日から退任する理事の残任期（令和 8 年度定時社員総会の終結時まで） 
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令和７年 河川功労者表彰 
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